
【表紙】

【提出書類】 訂正有価証券届出書

【提出先】 関東財務局長殿

【提出日】 平成30年10月1日提出

【発行者名】 三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 菱田　賀夫

【本店の所在の場所】 東京都港区芝３丁目３３番１号
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【電話番号】 03-6737-0522

【届出の対象とした募集（売出）内国投資

信託受益証券に係るファンドの名称】

モビリティ関連　世界株式戦略ファンド

【届出の対象とした募集（売出）内国投資

信託受益証券の金額】

(1)当初申込額

　 500億円を上限とします。

(2)継続申込額

　 10兆円を上限とします。

【縦覧に供する場所】 該当事項はありません。
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１【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

平成30年1月12日に提出した有価証券届出書（以下「原届出書」といいます。）の記載事項のうち、グ

ループ内の資産運用部門の再編・強化を目的とした三井住友信託銀行の資産運用機能との統合及び監査役

設置会社から監査等委員会設置会社への移行によるコーポレートガバナンス態勢の更なる高度化を目的と

した組織体制の変更を平成30年10月1日付で行ったことに伴い、当該事項を記載するため、ファンドの特

色、投資方針、運用体制及び委託会社等の概況の更新を行いました。併せて以下の内容についても更新を

行ったため、本訂正届出書を提出するものです。

・販売会社の異動       

・委託会社の経理状況の更新

・運用状況等のデータ等の更新

 

２【訂正の内容】

＜訂正前＞及び＜訂正後＞に記載している下線部　　　　　は訂正部分を示し、＜更新・訂正後＞に記載

している内容は、当該内容にて原届出書が更新されます。なお、「第二部　ファンド情報　第1　ファン

ドの状況　5　運用状況」及び「第二部　ファンド情報　第3　ファンドの経理状況」は原届出書の更新後

の内容です。
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第二部【ファンド情報】

第１【ファンドの状況】

１ファンドの性格

（１）ファンドの目的及び基本的性格

＜ファンドの特色＞を以下の内容に更新・訂正します。

＜更新・訂正後＞
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（３）ファンドの仕組み

＜訂正前＞

（前略）

②委託会社の概況（平成29年11月30日現在）

イ．資本金の額：3億円

ロ．委託会社の沿革

（中略）

平成24年4月1日： 中央三井アセットマネジメント株式会社と合併し、三井住友トラス

ト・アセットマネジメント株式会社に商号変更

（後略）

＜訂正後＞

（前略）

②委託会社の概況（平成30年10月1日現在）

イ．資本金の額：20億円

ロ．委託会社の沿革

（中略）

平成24年4月1日： 中央三井アセットマネジメント株式会社と合併し、三井住友トラス

ト・アセットマネジメント株式会社に商号変更

平成30年10月1日： 三井住友信託銀行株式会社の運用事業に係る権利義務を承継

（後略）

 

２投資方針

（３）運用体制

＜更新・訂正後＞

ファンドの運用体制は以下の通りです。記載された体制、委員会等の名称、人員等は、今後変更され

ることがあります。
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委託会社では社内規定を定めて運用に係る組織及びその権限と責任を明示するとともに、運用を行う

に当たって遵守すべき基本的な事項を含め、運用とリスク管理を適正に行うことを目的とした運用等

に係る業務規則を定めています。

 

委託会社は、受託会社又は再信託受託会社に対して、日々の純資産照合、月次の勘定残高照合などを

行っています。また、外部監査法人による内部統制の整備及び運用状況の報告書を再信託受託会社よ

り受け取っております。

 

３投資リスク

(2)リスクの管理体制及び〔参考情報〕を以下の内容に更新・訂正します。

＜更新・訂正後＞

(2)リスクの管理体制

委託会社におけるリスク管理体制

・運用部門から独立した運用監理部が、運用に関するリスク管理と法令等遵守状況のモニタリングを

担当し、毎月開催される運用・リスク委員会等に報告します。
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４手数料等及び税金

（５）課税上の取扱い

＜訂正前＞
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（前略）

※上記は、平成29年11月30日現在のものですので、税法等が改正された場合等には、上記の内容が変

更される場合があります。

（後略）

＜訂正後＞

（前略）

※上記は、平成30年 7月31日現在のものですので、税法等が改正された場合等には、上記の内容が変

更される場合があります。

（後略）

５運用状況

以下は、2018年 7月31日現在の状況について記載してあります。

 

（１）投資状況

 

 

資産の種類 国／地域 時価合計（円） 投資比率（％）

親投資信託受益証券 日本 252,780,170 99.95

現金・預金・その他の資産(負債控除後) ― 127,496 0.05

合計(純資産総額) 252,907,666 100.00

 

(注1)国／地域は、発行体の所在地によって記載しております。

(注2)投資比率とは、本ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。

 

（参考）モビリティ関連　世界株式戦略マザーファンド

 

 

資産の種類 国／地域 時価合計（円） 投資比率（％）

株式 アメリカ 79,479,092 31.44

日本 51,062,200 20.20

ケイマン 19,404,293 7.68

ドイツ 14,452,490 5.72

イギリス 13,962,684 5.52

韓国 11,431,877 4.52

カナダ 11,358,271 4.49

オーストリア 7,368,973 2.92

オランダ 7,034,800 2.78

スウェーデン 6,451,584 2.55
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ジャージー 5,729,781 2.27

中国 4,937,688 1.95

小計 232,673,733 92.04

現金・預金・その他の資産(負債控除後) ― 20,116,077 7.96

合計(純資産総額) 252,789,810 100.00

 

(注1)国／地域は、発行体の所在地によって記載しております。

(注2)投資比率とは、マザーファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。

　

その他の資産の投資状況
 

 

資産の

種類

買建

／

売建

国／地域 時価合計（円）

投資

比率

（％）

為替予約取引 買建 ― 6,659,400 2.63

売建 ― 6,654,043 △2.63

 

(注1)評価にあたっては、計算日または計算日に知りうる直近の日において為替予約の受渡日の対顧客先物売買相場の仲値

が発表されている場合は、当該為替予約は当該仲値によって評価しております。発表されていない場合は、発表され

ている先物相場のうち当該日に最も近い前後二つの先物相場の仲値をもとに計算したレートを用いております。

(注2)投資比率とは、マザーファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。

 

（２）投資資産

①投資有価証券の主要銘柄

イ.評価額上位銘柄明細

 

 

国／

地域
種類 銘柄名 数量

帳簿価額(円)

単価

帳簿価額(円)

金額

評価額(円)

単価

評価額(円)

金額

投資

比率

(％)

日本 親投資信託受

益証券

モビリティ関連　世界株式戦略マ

ザーファンド

268,686,406 0.9830 264,131,583 0.9408 252,780,170 99.95

 

(注1)国／地域は、発行体の所在地によって記載しております。

(注2)投資比率は、本ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の時価の比率です。

 

　

ロ.種類別投資比率
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種類 投資比率（％）

親投資信託受益証券 99.95

合計 99.95

 

(注)投資比率は、本ファンドの純資産総額に対する当該有価証券の時価の比率です。

 

（参考）モビリティ関連　世界株式戦略マザーファンド

イ.評価額上位銘柄明細

 

 

国／

地域
種類 銘柄名 業種 数量

帳簿価額(円)

単価

帳簿価額(円)

金額

評価額(円)

単価

評価額(円)

金額

投資

比率

(％)

日本 株式 村田製作所 電気機器 500 18,295.58 9,147,794 19,500.00 9,750,000 3.86

アメリカ 株式 CYPRESS SEMICONDUCTOR CORP 半導体・半

導体製造装

置

4,500 1,849.37 8,322,177 1,954.88 8,796,988 3.48

アメリカ 株式 ON SEMICONDUCTOR CORP 半導体・半

導体製造装

置

3,348 2,633.69 8,817,597 2,482.18 8,310,351 3.29

日本 株式 日本電産 電気機器 500 17,140.71 8,570,357 16,180.00 8,090,000 3.20

オースト

リア

株式 AMS AG 半導体・半

導体製造装

置

930 9,216.28 8,571,142 7,923.62 7,368,973 2.92

韓国 株式 LG INNOTEK CO LTD テクノロ

ジー・ハー

ドウェアお

よび機器

450 15,800.35 7,110,160 16,185.90 7,283,655 2.88

ドイツ 株式 INFINEON TECHNOLOGIES 半導体・半

導体製造装

置

2,395 2,962.09 7,094,214 2,948.11 7,060,727 2.79

オランダ 株式 STMICROELECTRONICS 半導体・半

導体製造装

置

2,900 2,493.88 7,232,278 2,425.79 7,034,800 2.78

アメリカ 株式 GRUBHUB INC ソフトウェ

ア・サービ

ス

500 12,005.73 6,002,865 13,796.32 6,898,161 2.73

アメリカ 株式 NVIDIA CORP 半導体・半

導体製造装

置

250 26,998.98 6,749,746 27,100.87 6,775,218 2.68
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スウェー

デン

株式 HEXAGON AB-B SHS テクノロ

ジー・ハー

ドウェアお

よび機器

1,000 6,285.27 6,285,279 6,451.58 6,451,584 2.55

アメリカ 株式 INTEL CORP 半導体・半

導体製造装

置

1,215 5,461.53 6,635,766 5,294.06 6,432,291 2.54

アメリカ 株式 VEONEER INC 自動車・自

動車部品

1,157 5,154.56 5,963,836 5,478.34 6,338,443 2.51

アメリカ 株式 ALPHABET INC-CL A ソフトウェ

ア・サービ

ス

45 127,787.08 5,750,419 136,546.73 6,144,603 2.43

アメリカ 株式 AMAZON.COM 小売 31 166,177.38 5,151,499 197,511.22 6,122,848 2.42

カナダ 株式 BLACKBERRY LIMITED ソフトウェ

ア・サービ

ス

5,600 1,243.51 6,963,686 1,074.84 6,019,134 2.38

ケイマン 株式 SUNNY OPTICAL TECH テクノロ

ジー・ハー

ドウェアお

よび機器

3,000 1,529.40 4,588,218 1,923.04 5,769,120 2.28

ジャー

ジー

株式 APTIV PLC 自動車・自

動車部品

558 10,508.33 5,863,650 10,268.42 5,729,781 2.27

日本 株式 ＲＳ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉ

ｅｓ

金属製品 800 5,796.87 4,637,500 6,720.00 5,376,000 2.13

カナダ 株式 MAGNA INTERNATIONAL INC 自動車・自

動車部品

800 6,220.55 4,976,443 6,673.92 5,339,137 2.11

ケイマン 株式 TENCENT HOLDINGS LTD ソフトウェ

ア・サービ

ス

1,000 6,102.40 6,102,405 5,192.20 5,192,208 2.05

中国 株式 BYD CO LTD-H 自動車・自

動車部品

8,000 934.50 7,476,033 617.21 4,937,688 1.95

イギリス 株式 JUST EAT PLC ソフトウェ

ア・サービ

ス

4,000 1,149.81 4,599,243 1,233.12 4,932,480 1.95

イギリス 株式 JOHNSON MATTHEY PLC 素材 888 4,941.80 4,388,319 5,469.20 4,856,652 1.92

アメリカ 株式 AMPHENOL CORPORATION テクノロ

ジー・ハー

ドウェアお

よび機器

467 10,198.22 4,762,571 10,240.67 4,782,394 1.89

日本 株式 ＴＤＫ 電気機器 400 9,465.30 3,786,123 11,930.00 4,772,000 1.89

日本 株式 ＳＣＳＫ 情報・通信

業

900 4,722.07 4,249,871 5,280.00 4,752,000 1.88

アメリカ 株式 VISTEON CORP 自動車・自

動車部品

368 14,412.73 5,303,885 12,799.45 4,710,199 1.86
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日本 株式 ソニー 電気機器 800 5,376.19 4,300,954 5,828.00 4,662,400 1.84

日本 株式 東海旅客鉄道 陸運業 200 22,286.04 4,457,209 23,245.00 4,649,000 1.84

 

(注1)国／地域は、発行体の所在地によって記載しております。

(注2)投資比率は、マザーファンドの純資産総額に対する当該銘柄の時価の比率です。

　

ロ.種類別及び業種別の投資比率

 

 

種類 国内／外国 業種
投資比率

（％）

株式 国内 金属製品 2.13

機械 1.73

電気機器 10.79

陸運業 1.84

情報・通信業 3.71

外国 素材 3.14

資本財 3.21

自動車・自動車部品 14.65

小売 4.23

ソフトウェア・サービス 14.89

テクノロジー・ハードウェアおよび機器 11.25

半導体・半導体製造装置 20.48

　 小計 92.04

合計 　 　 92.04

 

(注)投資比率は、マザーファンドの純資産総額に対する当該有価証券または当該業種の時価の比率で

す。

 

②投資不動産物件

該当事項はありません。

（参考）モビリティ関連　世界株式戦略マザーファンド

該当事項はありません。

③その他投資資産の主要なもの

該当事項はありません。
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（参考）モビリティ関連　世界株式戦略マザーファンド

 

 

種類 資産の名称

買建

／

売建

数量
簿価

（円）

時価

（円）

投資

比率

(％)

為替予約取引 アメリカドル 買建 60,000.00 6,658,752 6,659,400 2.63

香港ドル 売建 470,916.00 6,658,752 6,654,043 △2.63

 

(注1)評価にあたっては、計算日または計算日に知りうる直近の日において為替予約の受渡日の対顧客先物売買相場の仲値

が発表されている場合は、当該為替予約は当該仲値によって評価しております。発表されていない場合は、発表され

ている先物相場のうち当該日に最も近い前後二つの先物相場の仲値をもとに計算したレートを用いております。

(注2)投資比率とは、マザーファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。

 

（３）運用実績

①純資産の推移

 

 

　
純資産総額（円） 1万口当たりの純資産額（円）

（分配落） （分配付） （分配落） （分配付）

 2018年 1月末日 200,500,000 ― 10,000 ―

 　　　 2月末日 197,179,947 ― 9,834 ―

 　　　 3月末日 184,255,375 ― 9,190 ―

 　　　 4月末日 186,153,694 ― 9,284 ―

 　　　 5月末日 188,533,513 ― 9,403 ―

 　　　 6月末日 218,636,740 ― 9,095 ―

 　　　 7月末日 252,907,666 ― 9,358 ―

 

 

②分配の推移

該当事項はありません。

③収益率の推移

 

 

　 期　間 収益率（％）

第1期中間計算期間 2018年 1月31日～2018年 7月30日 △5.7
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(注1)収益率とは、各計算期間末の基準価額(分配付)から前計算期間末の基準価額(分配落)を控除した額を前計算期間末の

基準価額(分配落)で除して得た数に100を乗じて得た数字です。

(注2)小数第2位を四捨五入しております。

 

（４）設定及び解約の実績

 

 

　 期　間 設定口数（口） 解約口数（口） 発行済み口数（口）

第1期中間計算期間 2018年 1月31日～2018年 7月30日 268,930,730 ― 268,930,730

(注1)第1期中間計算期間の設定口数には、当初設定口数を含みます。

(注2)当該計算期間中において、本邦外における設定または解約の実績はありません。

≪参考情報≫

交付目論見書に記載するファンドの運用実績
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第３【ファンドの経理状況】

１財務諸表

 

 

(1)当ファンドは、2018年1月31日から運用を開始していますが、2018年10月1日現在、記載すべき財務諸表及び

中間財務諸表はありません。

当ファンドの会計監査は、有限責任監査法人トーマツが行います。

(2)当ファンドの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和38 年大蔵省令第59

号）」並びに同規則第2 条の2 の規定により、「投資信託財産の計算に関する規則（平成12 年総理府令第

133 号）」に基づいて作成され、監査証明を受けた当ファンドの財務諸表は有価証券報告書に記載されま

す。

(3)当ファンドの中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和52 年大蔵

省令第38 号）」並びに同規則第38 条の3 及び第57 条の2 の規定により、「投資信託財産の計算に関する

規則（平成12 年総理府令第133 号）」に基づいて作成され、監査証明を受けた当ファンドの中間財務諸表

は半期報告書に記載されます。

(4)法令の定めるところにより、当ファンドの有価証券報告書の提出は、計算期間の終了毎に行われ、半期報告

書の提出は、計算期間開始6 ヶ月経過毎に行われます。

 

２ファンドの現況

純資産額計算書

 

（2018年 7月31日現在）

 

Ⅰ　資産総額 252,919,346円　

Ⅱ　負債総額 11,680円　

Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 252,907,666円　

Ⅳ　発行済口数 270,265,339口　

Ⅴ　1口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 0.9358円　

　　（1万口当たり純資産額） （9,358円）

 

 

（参考）モビリティ関連　世界株式戦略マザーファンド

 

（2018年 7月31日現在）

 

Ⅰ　資産総額 258,348,692円　

Ⅱ　負債総額 5,558,882円　

Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 252,789,810円　

Ⅳ　発行済口数 268,686,406口　
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Ⅴ　1口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 0.9408円　

　　（1万口当たり純資産額） （9,408円）
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第三部【委託会社等の情報】

第１【委託会社等の概況】

１委託会社等の概況

＜更新・訂正後＞

(1)資本金の額（平成30年10月1日現在）

資本金の額　 　　：20億円

発行可能株式総数 ：12,000株

発行済株式総数　 ：3,000株

最近5年間における資本金の額の増減：平成30年10月1日に資本金を20億円に増資しています。

(2)委託会社の機構

①会社の意思決定機構

会社に取締役（監査等委員である取締役を除く。）を10名以内、監査等委員である取締役を5名以内

おきます。取締役は、株主総会において選任され、又は解任されます。ただし、監査等委員である取

締役は、それ以外の取締役と区別するものとします。

取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の3分の1以上を有する株主が出席

し、その議決権の過半数をもって行い、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとします。

また、監査等委員以外の取締役の解任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の3分の1

以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行い、監査等委員である取締役の解任決議

は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権

の３分の２以上をもって行います。

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の任期は、選任後1年以内に終了する事業年度のうち最

終のものに関する定時株主総会終結の時までとします。

監査等委員である取締役の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定

時株主総会終結の時までとします。また、任期の満了前に退任した監査等委員である取締役の補欠と

して選任された監査等委員である取締役の任期は、退任した監査等委員である取締役の任期の満了す

る時までとします。

取締役会は、その決議をもって、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の中から代表取締役若

干名を選定します。また、代表取締役の中から社長１名を選定し、必要あるときは、取締役（監査等

委員である取締役を除く。）の中から、会長、副会長、副社長、専務取締役、常務取締役各若干名を

選定することができます。

取締役会は、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役会においてあらかじめ定めた取締役が招集

し、その議長となります。当該取締役に事故あるときは、取締役会においてあらかじめ定めた順位に

したがい、ほかの取締役がその職務を代行します。

取締役会を招集するには、各取締役に対して会日の3日前までに招集通知を発します。ただし、緊急

の必要あるときは、この期間を短縮することができ、取締役の全員の同意があるときは、招集の手続

を経ずに取締役会を開催することができます。

取締役会の決議は、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役の過半数が出席し、出席した取締役

の過半数をもって行います。

 

②投資運用の意思決定機構

［PLAN（計画）］
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運用企画部担当役員を委員長とする運用・リスク委員会において、ファンドの運用戦略や運用スタ

イルなどを決定します。運用・リスク委員会で決定された運用の基本方針等に基づき、各運用部に

おいて、ファンドマネジャーが運用仕様・ガイドラインに基づき、運用の執行に関する方針を運用

計画として策定します。

［DO（実行）］

各運用部のファンドマネジャーは、運用計画に沿った運用の執行、ファンドの運用状況管理を行い

ます。

各運用部の部長等は、各ファンドマネジャーの運用実施状況を確認します。

売買発注の執行は、各運用部からの運用の実行指図に基づき、各運用部から独立したトレーディン

グ部のトレーダーが行います。

［CHECK（検証・評価）］

運用企画部は、運用部門において各運用部から独立した立場で、毎月開催される運用・リスク委員

会（委員長は運用企画部担当役員）に運用パフォーマンスに係るモニタリング状況を報告します。

このモニタリング状況や討議内容は、各運用部の部長（委員会の構成員）からファンドマネジャー

に速やかにフィードバックされ、ファンドの運用に反映されます。

 

また、運用に関するリスク管理と法令等遵守状況のモニタリングについては、運用部門から独立し

た運用監理部が担当します。このモニタリング結果は、毎月開催される運用・リスク委員会等に報

告されます。

 

こうした牽制態勢のもと、PLAN－DO－CHECKのPDCサイクルによる一貫した運用プロセスにより、適

切な運用体制を維持するよう努めています。

 

委託会社の機構は平成30年10月 1日現在のものであり、今後変更となる場合があります。

 

２事業の内容及び営業の概況

＜訂正前＞

（前略）

平成29年11月30日現在、委託会社が運用の指図を行っている証券投資信託（マザーファンドを除きます。）

は次の通りです。

 本数（本） 純資産総額（百万円）

追加型株式投資信託 494 9,669,496

追加型公社債投資信託 0 0

単位型株式投資信託 69 244,603

単位型公社債投資信託 0 0

合計 563 9,914,099

 

＜訂正後＞

（前略）

平成30年7月31日現在、委託会社が運用の指図を行っている証券投資信託（マザーファンドを除きます。）

は次の通りです。
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 本数（本） 純資産総額（百万円）

追加型株式投資信託 502 9,773,110

追加型公社債投資信託 0 0

単位型株式投資信託 65 222,303

単位型公社債投資信託 0 0

合計 567 9,995,414

 

３委託会社等の経理状況

＜更新・訂正後＞

(1)　委託者である三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社（以下「委託者」という。）の財

務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号、以下

「財務諸表等規則」という。）並びに同規則第2条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣

府令」（平成19年内閣府令第52号）により作成しております。

なお、財務諸表の金額については、千円未満の端数を切り捨てて記載しております。

 

(2)　委託者は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、当事業年度（自　平成29年4月1日　

至　平成30年3月31日）の財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により監査を受けておりま

す。

（１）貸借対照表

（単位：千円）

 
前事業年度

（平成29年3月31日現在）

当事業年度

（平成30年3月31日現在）

資産の部       

流動資産       

現金及び預金　　　　　　　  20,260,630   23,973,152  

前払費用  143,622   157,614  

未収委託者報酬  5,252,944   5,373,307  

繰延税金資産  61,677   94,211  

その他  5,474   9,842  

流動資産合計  25,724,348   29,608,128  

固定資産       

有形固定資産　　　　　　　       

建物 ※1 47,993  ※1 36,782  

器具備品 ※1 73,765  ※1 79,655  

その他 ※1 2,830  ※1 1,912  

有形固定資産合計  124,589   118,350  

無形固定資産       

ソフトウェア  221,499   210,679  

その他  6,656   4,377  

無形固定資産合計  228,156   215,056  

投資その他の資産       

投資有価証券  71,153   42,802  
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長期前払費用  9,828   7,810  

長期貸付金  19,838   17,088  

会員権  25,000   25,000  

繰延税金資産  137,359   154,422  

その他  145   70  

貸倒引当金  △19,838   △17,088  

投資その他の資産合計  243,485   230,105  

固定資産合計  596,231   563,512  

資産合計  26,320,580   30,171,641  

       

 

 

（単位：千円）

 
前事業年度

（平成29年3月31日現在）

当事業年度

（平成30年3月31日現在）

負債の部       

流動負債       

預り金  13,630   24,591  

未払金  2,883,924   2,950,503  

未払収益分配金  45   45  

未払手数料  2,099,678   2,160,863  

その他未払金  784,201   789,595  

未払費用  67,780   74,279  

未払法人税等  863,230   838,596  

未払消費税等  91,120   72,890  

賞与引当金  98,072   106,177  

その他  3,100   1,241  

流動負債合計  4,020,860   4,068,279  

固定負債       

資産除去債務  13,148   13,374  

退職給付引当金  437,197   496,696  

その他  2,065   1,074  

固定負債合計  452,411   511,145  

負債合計  4,473,271   4,579,425  

       

純資産の部       

株主資本       

資本金  300,000   300,000  

資本剰余金       

その他資本剰余金  350,000   350,000  

資本剰余金合計  350,000   350,000  

利益剰余金       

利益準備金  71,500   74,500  

その他利益剰余金       

別途積立金  2,100,000   2,100,000  

繰越利益剰余金  19,026,944   22,767,534  

利益剰余金合計  21,198,444   24,942,034  
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株主資本合計  21,848,444   25,592,034  

評価・換算差額等       

その他有価証券評価差額金　  △1,134   182  

評価・換算差額等合計  △1,134   182  

純資産合計  21,847,309   25,592,216  

負債・純資産合計  26,320,580   30,171,641  

       

       

 

（２）損益計算書

（単位：千円）

 

前事業年度 当事業年度

（自 平成28年4月1日

至 平成29年3月31日）

（自 平成29年4月1日

至 平成30年3月31日）

営業収益       

委託者報酬  30,245,448   29,206,178  

営業収益合計  30,245,448   29,206,178  

営業費用       

支払手数料  12,880,325   12,544,178  

広告宣伝費  95,688   175,296  

公告費  3,094   －  

調査費  6,239,223   6,008,380  

調査費  360,520   396,842  

委託調査費  5,876,937   5,609,496  

図書費  1,766   2,041  

営業雑経費  1,460,885   1,474,361  

通信費  24,920   33,158  

印刷費  370,785   368,414  

協会費  30,665   36,616  

諸会費  105   105  

情報機器関連費  943,725   942,093  

その他営業雑経費  90,684   93,973  

営業費用合計  20,679,217   20,202,216  

一般管理費       

給料  1,874,710   2,006,157  

役員報酬  89,520   84,130  

給料・手当  1,526,244   1,649,268  

賞与  258,946   272,758  

退職給付費用  76,106   84,944  

福利費  221,018   239,702  

交際費  5,612   5,831  

旅費交通費  61,961   73,807  

租税公課  106,691   102,158  

不動産賃借料  113,697   124,629  

減価償却費  134,710   119,300  
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業務委託費 ※1 486,690  ※1 484,841  

諸経費  223,685   246,326  

一般管理費合計  3,304,885   3,487,699  

営業利益  6,261,346   5,516,262  

       
 

（単位：千円）

 

前事業年度 当事業年度

（自 平成28年4月1日

至 平成29年3月31日）

（自 平成29年4月1日

至 平成30年3月31日）

営業外収益       

受取利息  4,669   2,136  

収益分配金  129   116  

投資有価証券売却益  307   499  

貸倒引当金戻入  3,000   2,750  

その他  1,591   4,351  

営業外収益合計  9,697   9,854  

営業外費用       

長期前払費用償却 ※1 4,644  ※1 －  

投資有価証券売却損  604   2,224  

固定資産除却損  －   7,891  

その他  0   1,182  

営業外費用合計  5,249   11,298  

経常利益  6,265,794   5,514,818  

特別損失       

統合関連費用  －   51,569  

特別損失合計  －   51,569  

税引前当期純利益  6,265,794   5,463,248  

法人税、住民税及び事業税  1,889,846   1,739,837  

法人税等調整額  45,558   △50,178  

法人税等合計  1,935,405   1,689,659  

当期純利益  4,330,389   3,773,589  

 

（３）株主資本等変動計算書

前事業年度（自　平成28年4月1日　至　平成29年3月31日）

 （単位：千円）

 株主資本

資本金
資本剰余金

その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 300,000 350,000 350,000

当期変動額    

剰余金の配当    

当期純利益    

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
   

当期変動額合計 － － －
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当期末残高 300,000 350,000 350,000

 

 株主資本

利益剰余金

株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

当期首残高 68,500 2,100,000 14,729,555 16,898,055 17,548,055

当期変動額      

剰余金の配当 3,000  △33,000 △30,000 △30,000

当期純利益   4,330,389 4,330,389 4,330,389

株主資本以外の項

目の

当期変動額（純

額）

     

当期変動額合計 3,000 － 4,297,389 4,300,389 4,300,389

当期末残高 71,500 2,100,000 19,026,944 21,198,444 21,848,444

 

 評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

当期首残高 △1,151 △1,151 17,546,904

当期変動額    

剰余金の配当   △30,000

当期純利益   4,330,389

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
16 16 16

当期変動額合計 16 16 4,300,405

当期末残高 △1,134 △1,134 21,847,309

 

当事業年度（自　平成29年4月1日　至　平成30年3月31日）

 （単位：千円）

 株主資本

資本金
資本剰余金

その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 300,000 350,000 350,000

当期変動額    

剰余金の配当    

当期純利益    

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
   

当期変動額合計 － － －

当期末残高 300,000 350,000 350,000

 

 株主資本

利益剰余金

株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

当期首残高 71,500 2,100,000 19,026,944 21,198,444 21,848,444

当期変動額      

EDINET提出書類

三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社(E12444)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

24/36



剰余金の配当 3,000  △33,000 △30,000 △30,000

当期純利益   3,773,589 3,773,589 3,773,589

株主資本以外の項

目の

当期変動額（純

額）

     

当期変動額合計 3,000 － 3,740,589 3,743,589 3,743,589

当期末残高 74,500 2,100,000 22,767,534 24,942,034 25,592,034

 

 評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

当期首残高 △1,134 △1,134 21,847,309

当期変動額    

剰余金の配当   △30,000

当期純利益   3,773,589

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
1,317 1,317 1,317

当期変動額合計 1,317 1,317 3,744,907

当期末残高 182 182 25,592,216

 

 

重要な会計方針

１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

決算末日の市場価格等に基づく時価法によっております。（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却

原価は、移動平均法により算定しております。）

時価のないもの

移動平均法による原価法によっております。

２．固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産

定率法によっております。

ただし、平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

（2）無形固定資産

定額法によっております。

ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、原則として社内における利用可能期間（5年）に基づいて償却し

ております。

３．引当金の計上基準

（1）貸倒引当金

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき当事業年度の負担額を計上しております。

（3）退職給付引当金

従業員の退職に伴う退職金の支給に備えるため、当事業年度末における簡便法による退職給付債務の見込額に基づ

き、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

４．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

 
未適用の会計基準等
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・「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　平成30年2月16日）

・「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成30年2月16日）

 

(1) 概要

個別財務諸表における子会社株式等に係る将来加算一時差異が見直され、また（分類１）に該当する企業における

繰延税金資産の回収可能性に関する取扱いの明確化が行われております。

(2) 適用予定日

平成31年3月期の期首より適用予定であります。

(3) 当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当財務諸表の作成時において評価中であります。

注記事項

（貸借対照表関係）

 
※1有形固定資産の減価償却累計額

 前事業年度

（平成29年3月31日）

当事業年度

（平成30年3月31日）

建   物 62,231 千円 63,830 千円

器具備品 298,576 〃 325,834 〃

そ の 他 1,759 〃 2,677 〃

計 362,567 〃 392,342 〃

（損益計算書関係）

 
※1関係会社に対するものは次のとおりであります。

 前事業年度

（自 平成28年4月1日

至 平成29年3月31日）

当事業年度

（自 平成29年4月1日

至 平成30年3月31日）

業務委託費 39,286 千円 30,081 千円

長期前払費用償却 4,644 〃 － 〃

 

 

（株主資本等変動計算書関係）

 
前事業年度（自 平成28年4月1日　至 平成29年3月31日）

 
１. 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 当事業年度増加 当事業年度減少 当事業年度末

普通株式（株） 3,000 － － 3,000

 
２. 自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。

 
３.剰余金の配当に関する事項

決議 株式の種類
配当金の

総額(千円)

1株当たり配当

額(円)
基準日 効力発生日

平成28年6月30日

定時株主総会
普通株式 30,000 10,000 平成28年3月31日 平成28年6月30日
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４. 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議
株式の

種類

配当金の

総額(千円)

配当金

の原資

1株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成29年6月30日

定時株主総会

普通株

式
30,000 利益剰余金 10,000 平成29年3月31日 平成29年6月30日

 

 
当事業年度（自 平成29年4月1日　至 平成30年3月31日）

 
１. 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 当事業年度増加 当事業年度減少 当事業年度末

普通株式（株） 3,000 － － 3,000

 
２. 自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。

 
３.剰余金の配当に関する事項

決議 株式の種類
配当金の

総額(千円)

1株当たり配当

額(円)
基準日 効力発生日

平成29年6月30日

定時株主総会
普通株式 30,000 10,000 平成29年3月31日 平成29年6月30日

 
４. 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

平成30年6月29日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案しております。

決議
株式の

種類

配当金の

総額(千円)

配当金

の原資

1株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成30年6月29日

定時株主総会

普通株

式
30,000 利益剰余金 10,000 平成30年3月31日 平成30年6月29日

 

（リ－ス取引関係）

 

重要性が乏しいため記載を省略しております。

 

 

（金融商品関係）

 
１. 金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については短期的な預金を中心とする安全性の高い金融資産で運用し、必要な資金については

内部留保を充てております。

 
（2）金融商品の内容及びそのリスク

未収委託者報酬については、ファンドという相手方の性質上、信用リスク及び流動性リスクはきわめて低いもの

と考えております。また、投資有価証券は投資信託であり、投資信託については四半期ごとに時価を把握し、保有

状況を継続的に見直しております。

未払金については、全て1年以内の支払期日であります。

 
（3）金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

売上債権の管理については、社内規程を定め、随時確認を行うなどの管理を行っております。なお、未収委託

者報酬については、ファンドという相手方の性質上、信用リスクはきわめて低いものと考えております。
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②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

有価証券投資については、社内ガイドラインにて投資限度額や運用ルール（処分基準）を定めており、投資後

も適宜時価を把握し、保有状況を継続的に見直しております。

 
③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

当社は、年度事業計画を策定し、これに基づいて必要となる資金を検討し、充足する十分な手元流動性を維持

することで、流動性リスクを管理しております。

 

２. 金融商品の時価に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて

困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注2）を参照ください）。　

 
前事業年度（平成29年3月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       （単位:千円）

 貸借対照表計上額（*） 時価（*） 差額

（1）現金及び預金 20,260,630 20,260,630 －

（2）未収委託者報酬 5,252,944 5,252,944 －

（3）投資有価証券

その他有価証券
71,149 71,149

 
－

（4）未払金 (2,883,924) (2,883,924) －

（5）未払法人税等 (863,230) (863,230) －

（*）負債に計上されているものについては、（　　）で示しております。

 

 
 

当事業年度（平成30年3月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       （単位:千円）

 貸借対照表計上額（*） 時価（*） 差額

（1）現金及び預金 23,973,152 23,973,152 －

（2）未収委託者報酬 5,373,307 5,373,307 －

（3）投資有価証券

その他有価証券
42,799 42,799

 
－

（4）未払金 (2,950,503) (2,950,503) －

（5）未払法人税等 (838,596) (838,596) －

（*）負債に計上されているものについては、（　　）で示しております。

 

（注1） 金融商品の時価の算定方法

 
（1）現金及び預金、並びに（2）未収委託者報酬

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。

 
（3）投資有価証券

これらの時価について、投資信託は取引金融機関から提示された価格によっております。

 
（4）未払金、並びに（5）未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。

 
（注2） 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額

（単位:千円）

区分 平成29年3月31日 平成30年3月31日
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非上場株式 3 3

これについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるため、「(3)投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。

 
（注3） 金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

 

前事業年度（平成29年3月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        （単位:千円）

 1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

現金及び預金 20,260,630 － － －

未収委託者報酬 5,252,944 － － －

投資有価証券

投資信託
－ 10,402 18,313 2,499

 
当事業年度（平成30年3月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        （単位:千円）

 1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

現金及び預金 23,973,152 － － －

未収委託者報酬 5,373,307 － － －

投資有価証券

投資信託
－ 12,846 21,065 496

 
（有価証券関係）

 

１．その他有価証券

 
前事業年度（平成29年3月31日現在）　　　　　　　　　　　　　　　　　                      （単位:千円）

区分
貸借対照表

計上額
取得原価 差額

貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの
   

その他 15,551 14,322 1,228

小計 15,551 14,322 1,228

貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの
   

その他 55,598 58,463 △2,864

小計 55,598 58,463 △2,864

合計 71,149 72,785 △1,635

 

当事業年度（平成30年3月31日現在）　　　　　　　　　　　　　　　　　                      （単位:千円）

区分
貸借対照表

計上額
取得原価 差額

貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの
   

その他 19,223 17,499 1,723

小計 19,223 17,499 1,723

貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの
   

その他 23,576 25,037 △1,461

小計 23,576 25,037 △1,461

合計 42,799 42,536 262
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（注）非上場株式（貸借対照表計上額3千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどが

できず、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めており

ません。

 
２．事業年度中に売却したその他有価証券

 
前事業年度（自 平成28年4月1日　至 平成29年3月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位:千円）

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

12,699 307 604

 

 
当事業年度（自 平成29年4月1日　至 平成30年3月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位:千円）

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

62,968 499 2,224

 
（デリバティブ取引関係）

 
該当事項はありません。

 
（退職給付関係）

 
１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を、また、確定拠出型の制度として確定拠出年金制度を採用し

ております。

 
２．退職給付債務に関する事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （単位：千円）

 前事業年度

（平成29年3月31日）

当事業年度

（平成30年3月31日）

（1）退職給付債務 437,197 496,696

（2）退職給付引当金 437,197 496,696

（注）１．当社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

２．当社の退職給付債務は退職一時金のみです。

 
 
 
３．退職給付費用に関する事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（単位：千円）

 前事業年度

（平成29年3月31日）

当事業年度

（平成30年3月31日）

（1）退職給付費用 76,106 84,944

（注）１．当社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

２．金額には確定拠出年金への掛金支払額を含んでおり、前事業年度で14,321千円、当事業年度で

15,458千円であります。

 
４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

当社は簡便法を採用しておりますので、基礎率等については、記載しておりません。

 

 

（税効果会計関係）

 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 前事業年度
（平成29年3月31日）

当事業年度
（平成30年3月31日）

繰延税金資産   
未払事業税 28,688 千円 42,041 千円
貸倒引当金繰入限度超過額 6,074 〃 5,232 〃
賞与引当金損金算入限度超過額 30,265 〃 32,511 〃
退職給付引当金損金算入限度超過額 133,869 〃 152,088 〃
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その他 6,972 〃 23,674 〃

繰延税金資産 合計 205,870 〃 255,547 〃

繰延税金負債     
投資有価証券売却益益金不算入額 △6,833 〃 △6,833 〃
その他 - 〃 △80 〃

繰延税金負債 合計 △6,833 〃 △6,913 〃

繰延税金資産の純額 199,037 〃 248,633 〃

     
 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の5以下であるため、

注記を省略しております。

 

（持分法損益等）

該当事項はありません。

 
（セグメント情報等）

（セグメント情報）

 
当社は資産運用に関する事業の単一セグメントであるため記載を省略しております。

 
（関連情報）

 
１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

（1）営業収益

内国籍投資信託又は本邦顧客からの営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しており

ます。

 
（2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略し

ております。

 
３．主要な顧客ごとの情報

前事業年度（自 平成28年4月1日　至 平成29年3月31日）

顧客の名称 営業収益

J-REIT・リサーチ・オープン（毎月決算型） 3,568,158千円

（注）当社は約款に基づき投資信託財産から委託者報酬を得ているため、当該投資信託を顧客として上表は記載してお

ります。

 
当事業年度（自 平成29年4月1日　至 平成30年3月31日）

顧客の名称 営業収益

J-REIT・リサーチ・オープン（毎月決算型） 2,945,175千円

（注）当社は約款に基づき投資信託財産から委託者報酬を得ているため、当該投資信託を顧客として上表は記載してお

ります。

 
（報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報）

 
該当事項はありません。

 

（報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報）
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該当事項はありません。

 
（報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報）

 
該当事項はありません。

 
（関連当事者情報）

 
１．関連当事者との取引

 
財務諸表提出会社と関連当事者の取引

 
（ア）財務諸表提出会社の親会社

重要性がないため、記載を省略しております。

 
（イ）財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

該当事項はありません。

 
（ウ）財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

 
前事業年度（自 平成28年4月1日　至 平成29年3月31日）

種類

会社等

の名称

又は氏

名

所在地

資本金又は

出資金

（百万円）

事業の

内容又

は職業

議決権等

の所有

(被所有)

割合(％)

関連当事

者

との関係

取引の内

容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

兄弟

会社

三井住友

信託銀行

㈱

東京都

千代田区
342,037

信託業務

及び銀行

業務

－

営業上の取

引役員の兼

任

投信販売

代行手数

料等の支

払

9,520,775
未払

手数料
1,563,065

投資助言

費用の支

払

4,979,747
その他

未払金
455,942

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

① 投信販売代行手数料

ファンド毎の手数料率については、一般取引先に対する取引条件と同様に決定されております。

② 投資助言費用

各助言案件について、それぞれ合理的な水準にて助言料率を決定しております。

当事業年度（自 平成29年4月1日　至 平成30年3月31日）

種類

会社等

の名称

又は氏

名

所在地

資本金又は

出資金

（百万円）

事業の

内容又

は職業

議決権等

の所有

(被所有)

割合(％)

関連当事

者

との関係

取引の内

容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

兄弟

会社

三井住友

信託銀行

㈱

東京都

千代田区
342,037

信託業務

及び銀行

業務

－

営業上の取

引役員の兼

任

投信販売

代行手数

料等の支

払

9,571,581
未払

手数料
1,568,277

投資助言

費用の支

払

4,809,206
その他

未払金
424,421

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

① 投信販売代行手数料

ファンド毎の手数料率については、一般取引先に対する取引条件と同様に決定されております。

② 投資助言費用

各助言案件について、それぞれ合理的な水準にて助言料率を決定しております。

 
（エ）財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等
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該当事項はありません。

 

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

（1）親会社情報

 
前事業年度（平成29年3月31日）
三井住友トラスト・ホールディングス株式会社（東京証券取引所、名古屋証券取引所に上場）

 
当事業年度（平成30年3月31日）

三井住友トラスト・ホールディングス株式会社（東京証券取引所、名古屋証券取引所に上場）

 
（１株当たり情報）

 
 前事業年度 当事業年度

 （平成29年3月31日） （平成30年3月31日）

1株当たり純資産額 7,282,436円46銭  8,530,738円79銭  

1株当たり当期純利益金額 1,443,463円05銭  1,257,863円25銭  

(注）１．潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 前事業年度 当事業年度

 (自 平成28年4月1日 (自 平成29年4月1日

 至 平成29年3月31日） 至 平成30年3月31日）

当期純利益 4,330,389千円  3,773,589千円  
普通株主に帰属しない金額 －  －  
普通株式に係る当期純利益 4,330,389千円  3,773,589千円  
普通株式の期中平均株式数 3,000株  3,000株  

 

５その他

＜訂正前＞

(1)定款の変更

委託会社の定款の変更に関しては、株主総会の決議が必要です。

(2)訴訟事件その他の重要事項

平成30年 1月12日現在、訴訟事件その他委託会社及びファンドに重要な影響を及ぼした事実及び重要

な影響を及ぼすことが予想される事実は生じておりません。

＜訂正後＞

(1)定款の変更

当社は平成30年10月1日付けで監査等委員会の設置等に関し、定款の変更を行いました。

(2)訴訟事件その他の重要事項

平成30年10月 1日現在、訴訟事件その他委託会社及びファンドに重要な影響を及ぼした事実及び重要

な影響を及ぼすことが予想される事実は生じておりません。

 

第２【その他の関係法人の概況】

１名称、資本金の額及び事業の内容
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＜訂正前＞

(1)受託会社

①名称　　　：三井住友信託銀行株式会社

②資本金の額：342,037百万円（平成29年3月末日現在）

（中略）

(2)販売会社

名称
資本金の額（百万円）

（平成29年3月末日現在）
事業の内容

三井住友信託銀行株式会社 342,037

銀行法に基づき銀行業を営むとともに、

金融機関の信託業務の兼営等に関する法

律に基づき信託業務を営んでいます。

 

＜訂正後＞

(1)受託会社

①名称　　　：三井住友信託銀行株式会社

②資本金の額：342,037百万円（平成30年3月末日現在）

（中略）

(2)販売会社

名称
資本金の額（百万円）

（平成30年3月末日現在）
事業の内容

三井住友信託銀行株式会社 342,037

銀行法に基づき銀行業を営むとともに、

金融機関の信託業務の兼営等に関する法

律に基づき信託業務を営んでいます。

ひろぎん証券株式会社 5,000
金融商品取引法に定める第一種金融商品

取引業を営んでいます。

株式会社しん証券さかもと 300
金融商品取引法に定める第一種金融商品

取引業を営んでいます。

 

３資本関係

＜訂正前＞

（前略）

（参考）再信託受託会社

（中略）

③資本金の額　：51,000百万円（平成29年3月末日現在）

（後略）

 

＜訂正後＞
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（前略）

（参考）再信託受託会社

（中略）

③資本金の額　：51,000百万円（平成30年3月末日現在）

（後略）
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独立監査人の監査報告書

 

平成30年６月１日

三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 藤　澤　　　孝　　印

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 竹　内　知　明　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理

状況」に掲げられている三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社の平成29年４月１日から平成30年

３月31日までの第32期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重

要な会計方針及びその他の注記について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る

ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続

は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択

及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当

監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と

適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並

びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社の平成30年３月31日現在の財政状態及び同日をもって

終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上
 

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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